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 東日本大震災では東北地方太平洋沿岸部で津波により甚大な地震被害を発生したが，日本海側の供給基地

から日本列島を横断して仙台市に輸送された長距離高圧ガスパイプラインは致命的な損傷を免れ短時日の

内に供給運転を再開することができた． 

 本研究では，元々阪神大震災以前に耐震設計されていた当該パイプラインが東日本大震災における山間部

や沿岸部の地震被害にも関わらず所要の供給機能性能を発揮できたその耐震性能を解明して，今後の耐震設

計に役立てようとするものである． 
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１．はじめに 

 

 2011年3月11日に発生したマグニチュード9.0の東

日本太平洋沖地震による地震の影響ならびに津波は，

東北地方太平洋側の多くの地域で，甚大な人的・物

的被害をもたらした．とくに，東北地方沿岸部の下

水処理場，発電所，各種製造所などの津波被害によ

り，多くのライフラインが機能停止となり，住民の

日常生活再開，都市機能回復までに相当長期の日数

を要することになった．そのような状況下で，仙台

市では震災直後，沿岸部に立地するガス製造所が津

波で被災したためガス供給が停止したが，日本海側

から太平洋に至る日本列島を横断して同市に輸送さ

れた長距離高圧の幹線ガスパイプラインが致命的な

損傷を免れたため，短時日の内に供給再開を行うこ

とができた． 

本研究は，今回の広域巨大地震に対して長距離高

圧ガスパイプラインがなぜ強靭な耐震性能を発揮で

きたのかを，地震時被害と耐震設計の両面から検討

したものである． 

当該パイプラインは，パイプラインとその付帯施

設である受け渡し施設，バルブステーション，

SCADAシステムそして運転監視センターなどで構

成されており，所有者である石油資源開発（株）に

より運営されている． 

今回，地震動や津波の影響を受け，海岸沿いのパ

イプラインを制御する複数の施設では津波により激

しい損傷を受けた．しかしながら幹線パイプライン

自体は，山間部で発生した永久地盤変位の箇所にお

いても何ら被害が無くその健全性を保持した．また

パイプラインと関連設備の早期復旧により，仙台市

都市ガスネットワークへの供給は地震後2週間で再

開することができている． 

 従来より，高圧幹線ガスパイプラインの耐震設計

基準は既往地震の際の被害調査に基づいて改訂され

てきており，パイプライン材料や高圧幹線ガスパイ

プラインシステム対して高い耐震性能を要求してき

た．しかし，我が国では長距離高圧ガスパイプライ

ンの耐震安全性を検証できるほどの大地震に遭遇す

る機会が少なく，東日本太平洋沖地震は巨大地震に

対して高度に品質管理された幹線ガスパイプライン

の耐震性能を検証できる貴重な機会と考えられる． 
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 本研究では，（1）山間部・平野部・沿岸部でさま

ざまの地震被害を受けた幹線パイプラインの耐震安

全性照査，（2）阪神大震災以前の耐震設計基準に基

いて設計された幹線パイプラインがレベル２クラス

の巨大地震に対して発揮した耐震性能の定量的評価

を行う． 

 

 

２．長距離ガスパイプラインの地震時被害 

 

（１）パイプラインルートの特徴 

 図 1 は新潟仙台間の長距離高圧ガスパイプライン

の太平洋側ルートを示す．当該区間は，両端にバル

ブステーションを有する 14 の区間から成っており，

その距離はおおよそ 112.7km である．その西側 3つ

の区間は山間部に位置しており，それに続く 5 つの

区間は田園地区を通過し，残りは沿岸部にある．主

要な受渡し施設は仙台市近郊の仙台新港に位置して

いる． 

 パイプラインは，基本的に埋設設置されており，

河川横断部では原則的に独立専用橋あるいは既設橋

梁への添架方式が採用されてきた．また，バルブス

テーションの遮断バルブも原則的には地中埋設方式

が採用されていた．一方，バルブステーションヤー

ドの地上部には建屋，電気計装設備，ガス排出用の

放散塔が設置されていた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）仙台新港受渡し施設の地震時被害 
 

 図-2は2011年3月11日に発生した津波で浸水する

受渡し施設の状況写真である．この区間のパイプラ

インは凡そ1kmに亘り，液状化と津波による浸食に

さらされた．付近のタンク火災と津波流出物との衝

突により，パイプラインの外装材が数箇所で軽いダ

メージを受けてはいたが，パイプライン本体には被

害はなかった．パイプラインの機能性能を確認する

ために，ピグ検査をはじめとする各種調査を実施し

地震後漏洩の無いことを確認した． 

 また，受渡し施設も致命的な損傷を免れたことか

ら，短時日の内に運転再開の条件を整えることがで

きた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図－1 パイプラインルート

図－2 津波により浸水する受渡し施設 



（３）沿岸部における地震被害 

 

沿岸部にあるバルブステーションVS26には被害

がなかったが，VS27～VS32のバルブステーション

については，津波による浮遊物や流出物の衝突によ

り，バルブステーション建屋や電気計装設備に被害

を受けた．その例として，図-3に津波発生前後の

VS27の状況をGoogleマップから示す．ここでは，フ

ェンスと建屋が軽微な損傷を受け，また放散塔の基

礎が移動したが，幹線パイプラインそのものは健全

性を保持した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）山間部地区における地震時被害 

 

VS18～VS21間は山間部にあるが，パイプラインが

埋設してある道路に大きな被害が発生した．特に

VS19からVS20の区間は特徴的であり，図4に示すよう

に，3箇所で道路盛土に明瞭な円弧すべりが生じてパ

イプラインが露出した箇所があり，また他の箇所で

は地盤変位に沿って移動したところがある．このよ

うな大きな地盤のダメージが発生したにも拘わらず，

パイプラインそのものに損傷は観察されなかった．

VS間で地盤すべりの影響を受けた箇所の発生率は，  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3 津波前後のバルブステーションの状況（VS27） 

図－4 山間部での道路崩壊とパイプラインの露出 

津波発生前 津波発生後 
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仙台方面



山間部区間長に対する地滑り区間の比率から発生頻

度は概ね0.0058/kmであった．また，地震発生後盛土

の崩壊や道路の表層沈下あるいは地滑りによる影響

を調査する為に詳細な現場調査を実施した．図-4に

示すように，ダメージ箇所で道路面からの垂直方向

の移動と水平方向の変位を計測した．その結果を図

-5に示すが，パイプの移動プロフィールが広いスパ

ン(MODEL1)と狭いスパン(MODEL2)に対する管路

変形の回帰式 

      

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

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2
max x

L
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            (1) 

を用いて，表-1に示すように，最大の曲げ歪みが

0.0026と概略推定された． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．震災前のパイプラインの耐震性能 

 

（１）パイプラインの基本設計の考え方 
高圧ガスパイプラインの基本設計は，内圧に抵抗で
きる管厚を決定することであり，具体的には内圧に
より発生する周方向応力度 hoop が許容応力度 a を
超過しないことを次式により確認するように要請さ
れる． 
        ahoop                     (2) 

ここで， 

 MPaMPaC ya 8.1684224.0           (3) 

 
 

MPacmkgf
t

tDPr
hoop 146/1458

2
2 


      (4) 

ただし， yC , は設計係数，降伏応力， tDPr ,, はそ

れぞれ内圧，管外径，管厚である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）震災前の耐震設計法 

１）阪神大震災以前の耐震設計法 

 1974 年制定された石油パイプライン技術基準は，

我が国の石油パイプラインに対して初めて制定され

た耐震設計法であり，そこではいわゆる応答変位法

が初めて導入された．この設計法は許容応力度設計

法で体系化されていたことから，中小地震動を対象

とする弾性設計範囲内では有効な設計法であったが，

非線形応答を引き起こすような大地震動を対象とす

る場合には必ずしも適切ではなかった．このような

状況下で 1995 年阪神大震災が発生し，それ以降レベ

ル 1 地震動，レベル２地震動を用いた新耐震設計法

が土木学会から提案されると，我が国の主要なライ

フライン（上下水道，ガス導管など）でも，それに

対応する耐震設計法の改訂が行われた．しかし，先

に制定された石油パイプライン技術基準は改訂され

Horizontal pipe stretch (cm) Horizontal pipe stretch (cm) 
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Model
Length

(m)
displacement

(cm)
Maximum

bending strain
model 1 53 76 0.0014
model 2 20 21 0.0026

Item Symbol Unit Value
Diameter D mm 508
Thickness t mm 11.91

Min. stress  y MPa 422

Design factor C 0.4

Pressure P r MPa 7

表－1 計測されたパイプの歪み 

表－2 パイプラインの諸元と特性値 

図－5 パイプラインロケーターによる管中心位置の計測によって得られた歪みの分布 



ないままになったため，いわゆるレベル１地震動に

は対応していても，レベル２地震動には対応できな

い基準として見なされることになった．当該パイプ

ライン（新潟仙台間高圧ガスパイプライン）は，阪

神大震災直前の 1990 年から 1994 にかけて建設され

た経緯から，その耐震設計は基本的に石油パイプラ

イン技術指針に準拠したものであった．しかし，そ

の当時においても，より大きな耐震性能を確保する

ために，石油パイプライン技術基準の地震動よりも

1.5 倍大きな地震動を設定して実施設計を行った．図

－6 は，石油パイプライン技術基準(JRA-EQ1)，日本

ガス協会基準（レベル１地震動 JGA-EQ1，レベル２

地震動 JGA-EQ2）および当該パイプラインの耐震設

計水準（軟い地盤 A-JAPEX，中程度の地盤 B-JAPEX，

硬い地盤 C-JAPEX）における地震荷重の差異を設計

速度応答スペクトルの形で比較したものである． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

図－6 応答変位法で用いる設計速度応答スペクトル 
 
レベル１地震動に対して，当該パイプライン耐震設
計に用いた耐震設計式は下記のようにまとめること
ができる． 
（１）設計基準：    crS               (5) 

（２）組み合わせ応力： 2212.3 BLS      (6) 

ここで， 
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ここで， zIAKKSHTEL Vcr ,,,,,,,,,, 21 は，それぞ

れ，降伏応力度，地震波長，鋼管のヤング率，地盤

周期，地盤厚，設計速度応答スペクトル，軸方向地

盤定数，軸直角方向地盤定数，管断面積，管二次モ

ーメント，管頂深さである． 

 

２）阪神大震災以降の耐震設計法 

 阪神大震災以降に制定された新耐震設計法により，

埋設パイプラインはレベル２地震動に対して以下の

ような許容ひずみを用いた安全性照査法が導入され

た． 

（１）設計基準： crS                       (9) 

（２）管ひずみ： GS Eq  1                (10) 

ここで， 

   地盤ひずみ： hG U
L

 2
                (11) 

ただし， cr はレベル２地震動に対する限界軸ひずみ
11)であり，日本ガス協会の耐震設計指針では地盤震

動に対して %3~1 ，地盤変状に対して %5~3 に設定

している．さらに，q はレベル２地震動で管周面と

地盤間のすべり効果を評価するすべり係数である． 

 Figure 7 は，内圧と地震荷重がそれぞれ作用した

場合のパイプラインに発生する応力・ひずみをレベ

ル１地震動の場合とレベル２地震動の場合について

比較したものである．図－7(1)は，レベル１地震動

の場合であり，式(1)による内圧の場合と式(3)による

地震動の場合のそれぞれの管応力を同一図面上に併

記したものである．一方，図－7(2)は，レベル２地

震動が作用した場合の地盤ひずみ，管軸方向ひずみ

さらに管路に発生する降伏応力（内圧による限界応

力）に対応する降伏ひずみを同一画面上に併記した

ものである．当該パイプラインは，当初，Figure7(1) 

の状態にあるものと思われ，内圧による管厚設計に

より結果的に十分な耐震性能が確保されているはず

であった．しかし，図－7(2)に示すように，レベル

２地震動を想定しなければならなくなった時点で，

パイプラインは降伏ひずみを超える大きな管ひずみ

を発生する可能性が予見されることになった．しか

し，この時点ではレベル２地震動を受ける経験がな

く，塑性ひずみに対する耐震性能を照査するには至

らなかった． 
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４．震災後のパイプラインの耐震安全性照査 

 
 ここでは，設計の各段階で目標とした安全性指標
を定量的に評価する． 
 
（１）当初設計における耐震安全性照査 

 当初設計では，許容応力度設計法に基いていたた

め，その安全性指標は設計変数である荷重 L・強度

R の公称値などの特性値に対する安全率が用いられ

ていた．いま，各設計変数の変動係数を VS．VR，中

央値から公称値までの片側信頼区間幅を kLVL．kRVR

とすると，設計変数の中央安全率 0 と信頼性指標
9)  とは次式で関係付けられる． 
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(1) Hoop stress for internal pressure and combined stress for 

seismic load (EQ1) of buried gas pipelines  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(2) Axial strains of ground and pipe for seismic load (EQ2) 
compared with the yield strain of buried gas pipelines 

図－7 EQ1 地震動に対する地震時管応力と内圧による周

方向応力との比較および EQ2 地震動に対する地震時管ひ

ずみと地盤ひずみ、管降伏ひずみの比較 

 
が指定されると，式(13)を用いて破壊確率を算定で
きることになる． 
    fp                          (13) 

したがって，安全率，信頼性指標，破壊確率は図－8

に示すように相互に関係付けることができる． 

たとえば， 25.0,05.0,05.0,05.0  SRSR VVkk と

すると，中央安全率 2.0 に対する信頼性指標は 3.75

となり，その破壊確率は 51084.8  となる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－8 複数の安全性指標に関する相互関係 

 

 パイプラインは，直列システムであることから，

その管路破壊は沿線上にランダムに分布する潜在欠

陥より発生する．当該パイプラインは，山岳区間，

平野区間，海岸区間，軟弱地盤区間を通過しており，

管路破壊は第三者原因とする外面管路損傷，腐食，

施工時損傷，地盤変状などさまざまの原因により発

生する可能性がある．これらの損傷事象の発生頻度

に関する国際的な調査結果が EGIG2)により表－3 の 

統計データがまとめられている．同表によれば，損

傷発生頻度は 1000 年間 km ごとに 0.01~0.17 回程度

発生していることになる． 
 

表－3 原因別被害発生頻度 2) 
 
 
 
 
 
 
 
 
これらの統計数値は，パイプライン周辺の劣化状況

を考慮すれば，より増加するかもしれないし，一方

頻繁に実施する現場パトロール，定期的な点検・補

修活動の効果を評価すれば，逆に減少するかもしれ

ない．このような効果は，時間変数に関する劣化特

性曲線として式(14)を用いて評価 8)することができ

る． 
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t
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






 1                       (14) 

ここで， dT は供用期間，a．b は制御変数である．

本研究では，簡単のために劣化モデルとして，

5.0.2  ba を仮定する．いま，建設前のパイプライ

ンが中央安全率 2.0 で基本設計されていたものとす

ると，完成後の沿線周辺の維持管理条件・劣化環境

下でのパイプラインの内圧破壊に対する破壊確率は，

式(10)により算定できる． 

      
75

0

1095.9)1084.81.011000/7.112exp(1

exp1

 

 hoopypr CPtgTLDP 
 

                                        (15) 

ただし， 0,, TL はそれぞれ管路長，単位時間長

 1T そして潜在欠陥年間・1000km 当たり発生率

を 0.1 と仮定，そして， 0t において   0.1tg であ

る． 

 

（２）阪神大震災後の改訂設計条件下での耐震安全

性照査 

 水道施設耐震工法指針 12)によると，阪神大震災に

おける神戸市内の強震記録データの速度応答スペク

トルの包絡線から，レベル２地震動の設計速度応答

スペクトルの 90％非超過確率，70%非超過確率の２

つの曲線が提示されている．これらの情報を元に，

設計速度応答スペクトルの自然対数について平均値

および変動係数を下記のように概算推定することに

する．すなわち， 

      
      7.0lncov1/lnln

   ,9.0lncov1/lnln
12702

12902








EQ
VV

EQ
V

EQ
VV

EQ
V

SSSE

SSSE
 (16) 

レベル２地震動に対する設計速度応答スペクトル
2EQ

VS の確率統計値が得られると，地盤震動による潜

在欠陥からの管路破壊確率は次式で算定できる． 

   





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s

s
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ZEQ
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ln

ln2




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ここで， shake
cr は限界管ひずみ， 2EQ

p はレベル２

地震動に対する管ひずみ応答であり，地震で算定で

きる． 
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ただし，不規則変数 SZ の自然対数の平均値，標準偏

差は次式となる． 
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同様にして，地盤変状(PGD)に対する破壊確率は次
式で算定できる． 
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ここで， PGD
cr は地盤変状に対する限界ひずみ， PGD

はその時の管路ひずみである．そして，同様に，地

盤変状に対する不規則変数 dZ の自然対数の平均値，

標準偏差は次式となる． 

   
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パイプラインの潜在欠陥は互いに独立に発生するも

のと仮定できることから，欠陥分布を Poisson 分布

と仮定し，その欠陥における破壊確率が式(15)．(17)

で評価できるとすると，任意時刻 t での管路沿線で

の地盤震動及び地盤変状に対する破壊確率は式(22)

で算定できることになる． 
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0
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exp1
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






    (22) 

ここで， shake
0 ， PGD

0 はそれぞれ地盤震動と地盤変
状に対する潜在欠陥発生率とする． 

 

（３）東日本大震災直後の耐震安全性照査 

１）震災後非破壊条件下での設計変数の見なおし 
 当該パイプラインが，東日本大震災に際して致命
的な損傷を生じることなく，約２週間後には仙台市
にガスを供給できたという事実を一つの地震時非破
壊事例として評価し，当該パプラインの震災後の耐
震性能を照査する． 

 すなわち，当該パイプラインにとって，東日本大

震災は一種の保証試験であり，試験により幸いにも

その耐震性能が確認されたことになる．したがって，

震災前には，可能性として東日本大震災の地震荷重

 *X を下回る耐震性能を保有している可能性も幾

分あったかもしれないが，保証試験による非破壊が

確認できたことから，耐震性能はその地震荷重以上

であったことが確認できたことになる．この様子は，

図－９で模式的に示すことができる． 

あるいは，その破壊確率は地震荷重 *
2EQ の条件付き

破壊確率として次式で表現できる． 

 

   shake
cr

EQ
G

EQ
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   PGD
crPGDPGD

PGD
crPGD PEQDP   *

*
2    (24) 

 

ここで， *2EQ
G ， *PGD は東日本大震災での管路応答

の実測値である． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(1) Before the earthquake  (2) After the earthquake 
 
図－9 震災前の確率密度関数と地震荷重 X*に対して生

き残った事実を考慮した条件付き確率密度関数 

 

山間部では，上述の実測データが入手できたが，  

平野部，沿岸部では津波により液状化被害状況や地

盤変状を確認することができなかったので，地盤変

状発生率は過去の地震被害事例を参考にして液状化

発生率を km1000/5~2 と概算 5)することにした．

Table4 には，管路延長に沿った yrkm 1000 当たりの

潜在損傷発生率を年代別にまとめたものである．こ

こで， PGDshakecrack
000 ,,  はそれぞれ yrkm 1000 あた

りの欠陥，地盤震動を原因とする損傷発生率，およ

び液状化，断層，地滑りによる損傷発生率を示して

いる． 

 
表－4 年間 1000km 当たりの潜在損傷発生率 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 図－10 は，東日本大震災前後における当該パイプ

ラインのバルブ区間毎の破壊確率を比較したもので

ある．同図の(1)は地盤震動による破壊確率，同図の

(2)は地盤変状による破壊確率を比較している．同図

(1)．(2)において，全般的に赤線（東日本大震災後）

は，青線（東日本大震災前）よりも下回っているが，

これは震災に生き残った事実を評価することで，耐

震性能に関する不確実性が修正されたことを反映し

ている．とくに，同図(2)の山岳部で赤線と青線の乖

離は大きいのは，地盤変状に対する管路の非破壊条

件を反映した結果を示している． 

 

２）震災後非破壊条件下でのパイプラインの耐震安

全性照査 

 図－11 は，東日本大震災前後の当該パイプライン

の破壊確率を示している．同図の 15 年目の位置は， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) Ground shaking 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(2) Permanent ground displacement (PGD) 

 

図－10 東日本大震災前後のパイプライン各区間の破壊

確率 

 

当該パイプライン運用後の経過年数と対応している． 

図－11(1)は，当該パイプラインの経年劣化の効果を

考慮しない場合の地盤震動および地盤変状に対する

耐震性能が震災の前後でどの程度変化したかを示し

ている．ここで，震災後地盤変状に対する破壊確率

が低下しているのは，山間部での地滑りに対して当

該パイプラインが健全性を確保できた事実を評価し

た効果が反映されていることになる． 

 図－11(2)は，東日本大震災前後の経年劣化状況を

考慮した場合の地盤震動に対する破壊確率および内

圧の対する破壊確率を比較したものである．両者の

線分が時間経過とともに微増するのは，経年劣化の

影響を反映したものである．同図によると，震災前

は，地盤震動による破壊確率と内圧による破壊確率

がほぼ同程度であったのが，震災後は当該パイプラ

インの耐震性能が確認された事実を反映して地盤震
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動に対する破壊確率が内圧の場合よりも低下（安全

側）している様子を示している． 

 元々阪神大震災以前に耐震設計されていた当該パ

イプラインが東日本大震災における山間部や海岸部 
 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(1) Failure probability of pipeline for ground shaking and 
PGD before and after the 2011 earthquake 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(2) Failure probability of pipeline for ground shaking 
under deteriorating circumference conditions before and 
after the 2011 earthquake. 

 

図－11 東日本大震災前後のパイプラインの破壊確率 

{(1)では劣化効果を考慮せず，(2)では劣化効果を考慮．} 

 
の地震被害にも関わらず所要の供給機能性能を発揮

できたのは，内圧に対する基本設計により採用され

た鋼管の伸び特性すなわち延性が大きく，レベル２

地震動による管軸ひずみを吸収できる耐震性能を保

有していたことが理由の一つと考えられる．また，

長距離管路区間における様々の潜在危険度を日常的

に排除して，空間的な安全性を確保するパトロール

活動や劣化損傷個所の補修を定期的に行う維持管理

活動など不断の維持活動条件下で初めて実現できた

成果であると推察される． 

 

 

５．結論 

 

 本研究では．元々阪神大震災以前に耐震設計され 

ていた当該パイプラインが東日本大震災における山

間部や海岸部の地震被害にも関わらず所要の供給機

能性能を発揮できたその耐震性能について検討した． 

 得られた成果は以下のとおりである． 

（１）東日本大震災前後の長距離パイプラインの耐

震性能を合理的に評価する手法を定式化し，震災後

のパイプラインの耐震安全性を破壊確率の形で定量

的に評価することができた． 

（２）当該パイプラインが元々レベル２地震動に対

する耐震設計がなされていないにも関わらず，東日

本大震災での被害を免れることができたのは，基本

設計により選定された鋼管の延性が十分に耐震的で

あったこと，および適切なパトロール活動および維

持管理活動が確保されていたことが理由と考えられ

る． 

（３）今後の耐震対策としては，山間部や沿岸部な

ど地滑りや津波などの潜在的危険度を有する沿線に

ついて、定期的な監視活動を行うことが望まれる．

さらに，海岸近傍に設置せざるをえないプラント施

設については，津波対策および液状化対策に特段の

配慮が必要と考えられる． 
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SEISMIC RESILIENCE OF TRANSMISSION 
PIPELINE AFTER 2011 GREAT EAST-JAPAN 

EARTHQUAKE 
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A seismic safety assessment for the transmission pipeline affected by ground failures after the 2011 Great East Japan 
Earthquake is developed. The seismic performance of the surviving pipeline is estimated considering the survival 
condition. Discussion is also devoted to the pipeline integrity in terms of the probability of failure. 

 


